
都市計画道路東久留米・志木線の整備に当たり、土地収用法に基づく手続を執

ることについて

１ これまでの経緯

⑴ 都市計画決定

ア 当 初 昭和３５年 建設省告示第２９７号（Ｓ３５．３．２）

イ 最終変更 昭和６１年 埼玉県告示第１４８２号（Ｓ６１．１１．１）

「東北二丁目～石神三丁目、幅員１６～２０ｍ、延長約６，６００ｍ」

⑵ 基本構想での位置付け

ア 第３次新座市基本構想総合振興計画（Ｈ１３～２２年度）

「市の南北両端の各生活圏域を効果的に結ぶ都市計画道路の整備を推進

する。」

前期・後期基本計画 「東久留米志木線 都県境（東久留米市）から水

道道路まで（１，４４０ｍ）の整備を推進する。」

イ 第４次新座市基本構想総合振興計画（Ｈ２３～３２年度）

「緊急車両の円滑な通行等、市民の生命や財産を守る」ためにも東久留

米志木線等の幹線道路の整備を推進する。

前期基本計画（Ｈ２３～２７年度） 特に力を入れて取り組む施策

「市域南北縦軸のネットワークの形成に向け、未整備区間約１７５ｍの

整備を進める。」

⑶ 事業認可

平成１７年９月２６日（埼玉県告示第１８０８号）

ア 施行者の名称 新座市

イ 都市計画事業の種類及び名称 新座都市計画道路事業３．４．８号東久

留米・志木線

ウ 事業施行期間 平成１７年９月２６日から平成２１年３月３１日まで

（２回の事業計画の変更により、現在の試行期間は平成３０年３月３１日

まで）

エ 事業地

ⅰ 収用の部分 埼玉県新座市堀ノ内三丁目、石神一丁目、三丁目及び四

丁目地内

ⅱ 使用の部分 なし



⑷ 事業の進捗状況及び交渉経過

ア 進捗状況

イ 交渉経過

ⅰ 未買収地①

※交渉回数は、区画整理事業を視野に入れた交渉も含む。

※ 平成１５年度～平成２４年度・・・４６回

※ 平成２５年度・・・１回（市長訪問）

※ 平成２６年度・・・８回（市長面会１回含む）

※ 平成２７年度・・・４回（８月５日：庁内にて市長と面会）

ⅱ 未買収地②

新座市分を除く私道共有地権者９名中７名から、分筆承諾書を受理し

ている（外１名は他の人が承諾すれば、承諾する旨の回答を頂いてい

る。）。したがって、交渉の対象は１名

２ 土地収用法に基づく手続について

※ 参考：土地収用法第１条

⑴ 収用の対象者

未買収地①の地権者１名及び未買収地②の私道の共有者９名（新座市は除

く。）

地番 面積 ㎡ 備考

未買収地①
1701-1 の一部外３筆（石神一

丁目）
912.75 農地（１名）

未買収地② 1702-2 の一部（石神一丁目） 22.87 私道（共有者１０名）

全体面積 21,934.92 ㎡ 用地取得率 95.7％ （残）935.62

交渉開始時期 直近の交渉日 交渉回数

H15.5.12 H27.8.5 59

交渉開始時期 直近の交渉日 交渉回数

H18.9.4 H27.8.21 10

(この法律の目的)

第１条 この法律は、公共の利益となる事業に必要な土地等の収用又は使用に

関し、その要件、手続及び効果並びにこれに伴う損失の補償等について規定

し、公共の利益の増進と私有財産との調整を図り、もつて国土の適正且つ合

理的な利用に寄与することを目的とする。



⑵ 手続の流れ（別添参照）

ア 事業認定手続について

① 事業認定の告示日 平成２７年１０月１日（木）

土地収用法では収用の申請をする前段として、対象となる事業が土地

を収用するに値する事業かどうかを判断し、告示をする手続が必要とな

るが、都市計画法に基づく都市計画事業については、この手続は行わず、

都市計画事業の認可又は承認の告示が事業認定の告示とみなされる（都

市計画法第７０条）。

また、収用裁決の申請は事業認定の告示のあった日から１年以内に行

う必要がある（土地収用法第３９条）が、都市計画事業は１年以内に裁

決申請をしなくても事業認定の告示の効果は失効せず、１年を経過する

ごとに事業認定の告示があったものとみなされる（都市計画法第７１

条）。

本事業の事業認可の告示日（平成１７年９月２６日）から積算すると、

平成２７年度は１０月１日（木）が事業認定の告示日になる。

イ 裁決の申請までに行うこと

① 看板設置等の周知措置（土地収用法第２８条の２）→市職員が行う。

収用しようとする土地の範囲や受け取ることができる補償について、

また補償委金の支払請求権等の権利があること等を収用の対象者及び関

係人（抵当権者等）に周知させる。

※ 周知方法

ⅰ パンフレットの作成 対象者及び関係人には個別配布するほか、

公共施設に用意しておき、配布できるようにしておく。

ⅱ 看板の設置 パンフレットの同様の内容を記載した看板を対象

地付近に設置する。

② 立入調査（同法第３５条）、裁決申請に必要な土地調書及び物件調書

の作成（同法第３６条）、裁決申請書の作成（同法第４０条）、明渡裁決

の申立て（同法第４７条の３）→委託して行う（委託料は本議会で追加

議案（補正第７号）に計上する予定）。

ウ 収用裁決手続について

① 申請書、申立書の受理（欠陥の補正等）（同法第４１条）

② 公告、写しの縦覧（同法第４２条）

③ 裁決手続開始の決定及び裁決手続開始の嘱託登記（同法第４５条の２）



④ 審理（同法第４６条、第６３条～第６６条）

⑤ 権利取得裁決及び明渡裁決（同法第４８条、第４９条）

エ 裁決後の手続について

① 権利取得裁決に係る補償の払渡又は供託等（同法第９５条）

② 明渡裁決に係る補償の払渡又は供託等（同法第９７条）

③ 土地若しくは物件の引渡し又は物件の移転（同法第１０２条）

④ 代執行（同法第１０２条の２）

オ 裁決後の争訟手段について

① 審査請求 収用委員会の裁決に不服がある場合（損失の補償について

の不服を除く。）→国土交通大臣

② 当事者訴訟 裁決のうち損失の補償に関わる不服がある場合→市

③ 抗告訴訟 裁決のうち損失の補償以外に関わる不服がある場合（収用

裁決及び明渡裁決取消訴訟、代執行の執行停止申立て等）→収用委員会


